製品開発と環境ライフサイクル・コスティング by 長野,史麻
経営論集
6 1巻第 l号
2 0 1 4年 2月
131 
製品開発と環境ライフサイクル・コステイング
1.はじめに
目次
l.はじめに
2. LCAと環境ライフサイクル・コステイング
3.環境ライフサイクル・コステイングの先行研究
4 企業の自発的開示における事例
5. むすび
長野史麻
企業が地球環境保全に向けた取り組みを行うようになって久しい。しかも，環境保全活動を
企業の主たる営業活動のなかに組み込んで取り組むようになっている。こうした環境保全への
取り組みを，企業の収益性の追求と同じように扱う企業経営を環境経営という。
環境経営を行う企業が，環境負荷削減を目指した製品開発を行うために国際標準規格
(18014040と18014044)である製品ライフサイクルアセスメント(以下では， LCAという)
を適用しているケースが増えている。企業の製品開発において， LCAを活用するなどして環
境保全に向けた活動を製品開発といった本業と阻断なく行うようになっているのである。しか
しながら， LCAを用いた製品開発を行うことで環境保全は果たせても， LCAだけでは企業経
営においては不十分であるとも指摘されている。たとえば.製品開発時にライフサイクルにわ
たる環境負荷の低減を目指した製品開発をするためには， r製品のライフサイクルにかかわる
コストを適切に評価することができる定最的な解析方法が必要J[土井ほか(2009)，239ページ]
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であると指摘されたり， LCAを活用して環境配慮型の原価企画を推進するには，製品ライフ
サイクルを通じた環境負荷情報だけでなく，コスト情報が必要[中罵・園部 (2008)，43ページ]
といわれている。企業の主たる営業活動の一環として行っていくためには収益性の観点を無視
することはできないからである。 LCAでは収益性にどのような影響を与えるのかを明らかに
できない。そのため，このような要請に応えようと，製品ライフサイクルにわたるコストを測
定し，環境経営意思決定に役立てようと環境ライフサイクル・コステイングの研究が進められ
ている。
企業がコスト削減に励むのは，コストの削減は利益の増加に貢献するからである。しかし
ライフサイクル・コスティングにおけるコストは企業が負担するコストだけを対象としている
のではない。伊藤(1993)が指摘するように，コストの削減が利益の増加に結びつかないこと
もある[伊藤 (1993)，20ページ]。企業が製品開発時に，自社が負担しないコストも含めて
測定しようとする理由は自明ではないのである。そこで本稿では 製品開発において環境ライ
フサイクル・コステイングを企業はどのように用いるのかを先行研究や企業の自発的開示から
明らかにしていくことにする。このことは，環境経営意思決定における環境ライフサイクル・
コスティングの意義を確認するのに役立つと考えられるからである。
製品開発における環境ライフサイクル・コスティングの具体的な適用を検討するために.本
有Jではまず第2節で環境ライフサイクル・コステイングの測定手法を明らかにする。そのうえ
で.製品開発と環境ライフサイクル・コスティングとの関係を整理することにする。つづく第
3節では，企業外部者の立場から行われた環境ライフサイクル・コステイングに|刻する先行研
究をみていく。企業外部者の立場から環境ライフサイクル・コステイングがどのように!日いら
れているのかを確認するのは，製品開発における適用を推測するのに役立つと考えられるから
である。そして第4節では企業の自発的開示における事例を取り上げ，企業が環境ライフサイ
クル・コステイングをどのように製品開発時に用いていると考えられるのかを明らかにする。
最後に第5節で本稿を要約し 本研究の意義と限界を確認することとする。
2. LCAと環境ライフサイクル・コステイング
環境ライフサイクル・コスティングでは，環境ライフサイクル・コストを測定するために，
LCAにおいて入手される物量データを用いる。本節では，環境ライフサイクル・コステイン
グにあたり必要な測定手法を確認し製品開発との関係を整理することにする。
製品ライフサイクルにわたる物量データはLCAを通じて入手することができる。LCAとは，
「対象とする製品を生み出す資源の採掘から素材製造，生産だけでなく，製品の使用・廃棄段
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階まで，ライフサイクル全体(ゆりかごから墓場まで:資源採掘→輸入→素材製造→部品製
造→組立て→使用→廃棄)を考鳳し，資源消費量や排出物量を計量するとともに，その環境へ
の影響を評価する手法J[伊坪ほか (2007). 2ページ]のことである。 IS014040(2006) と
IS014044 (2006)では，その序文において LCAを「サービスを含む製品に付随して生じる影
響をよりよく理解し，軽減するために開発された一つの技法」であると述べている。
LCAは，主に製品設計時に，製品に関連して生じる環境への影響を評価する手法である。
そのさいには，製品の製造方法や使用方法だけではなく，廃棄方法をも同時に検討し環境に
及ぼす影響を削減するための手法として LCAは用いられる。製品による環境への影響を評価
することにより，ライフサイクル全体における環境負荷削減の推進を意図しているのである l
[伊坪ほか (2007).24ペー ジ]。
LCAでは，実施者が調査を行う理由と調査結果の使用方法や報告対象を最初に設定する。
調査目的に応じて計量すべき対象(機能単位)を決め，その情報の収集範囲(システム境界)
を定める。したがって.LCAは全ライフサイクルを網羅することが基本であるものの，製造
段階から廃棄段階までとか，製造段階から使用段階までというように.調査目的に応じて調査
対象の範囲を設定することができる 20
目的や調査範囲が決まると，資源消費量や排出物量を算定するインベントリ分析を行う。イ
ンベントリ分析では.LCA調査の対象となった製品やサービスのライフサイクル全体におい
て， どれだけの物質が投入され，排出されているのかといったデータを入手し一覧化する。つ
まり，調査範囲に含まれる製造，物流，使用，廃棄¥リサイクルといった各段階において，当
該製品に関連する資源の消費量や排出物量(インベントリ・データ)を調べ，入手するのであ
る。これをインベントリ分析という。
LCAのインベントリ分析で得られた物量データに個々の企業のコストや市場価格を乗じ
ることによってコストを算出するのが環境ライフサイクル・コステイングである CHunkeler
et al. (2008). p.39]。環境ライフサイクル・コステイングでは.LCAの作業のなかで収集し
た物量情報を使うため，環境ライフサイクル・コスティングで用いられる機能単位は LCA
と同じものでなければならないと Hunkeleret al. (2008)では指摘している [Hunkeleret 
al. (2008). p.41J。
このような環境ライフサイクル・コストの測定手法は，経済産業省が2002年に発行した『環境
管理会計手法ワークブック.!(以下では.r手法ワー クフ、、ツクJという)ならびに岡部編 (2004) :l 
において紹介されていたライフサイクル・コスティングの方法とも一致する。
『手法ワークブックJでは.LCA研究者が環境ライフサイクル・コスティングの測定手法を
紹介する形で計算例を掲載している。そして，測定手法を例示するために冷蔵庫を取り上げ，
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代替フロン使用のものと特定フロン使用のものの環境ライフサイクル・コストの計算例を図表
1のように示している九
図表1 冷蔵庫1台のライフサイクル・コスト
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図表lをみると，冷蔵庫のライフサイクル全体を調査対象に入れ，資源採取，材料生政.製
品製造，流通，使用，処理・廃棄を調査範囲としてライフサイクル・コストの計鉢がされてい
る。製造工程や使用，回収，廃棄段階の各プロセスにおいてどのような物質を使川あるいは消
目しているかが使用量や消費量という形で一覧化されている。このデータは LCAのインベン
トリ分析で入手されるものである。
この計算例は，測定手法の例示が目的であるため，過去に実施された LCAのケーススタデイ
のデータが使われている。そして，そのさいに入手した物量情報に，既存の統計資料などから
消費物の単価を掛け，それぞれのプロセス・コストが算出されている。また，それらを合算す
ることでライフサイクル・コストが計算されている 5
環境ライフサイクル・コステイングでは， LCAで入手される物量データを用いる。しかし
LCAでは製品ライフサイクルにわたる資源消費量や排出物量のデータは入手できるが，それ
に関わるコスト情報は提供できない。そのため 「製品のライフサイクルを通じた環境影響評
価手法である LCAに対応した経済性評価手法として注目J[園部 (2011)，224ページ]され
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たのが環境ライフサイクル・コステイングだといわれている。 LCAではコスト情報を入手す
ることはできないからである。
次に，環境ライフサイクル・コステイングが製品開発時においてどのように用いられるかを
検討していく。
LCAを基盤として用いる環境ライフサイクル・コステイングは.Hunkeler et al. (2008)に
よれば，代替案聞のライフサイクル・コストを比較することや，計画中の製品変更(ライフサ
イクルにおけるプロセス変更を含む)や製品イノベーションといった改良点を評価すること.
製品ライフサイクルにおける win-win関係やトレード・オフ関係を明らかにすることに役立つ
といわれている 6 [Hunkeler et al. (2008). p.36J。
これらのことを製品開発時における企業内の利用に当てはめて考えていくことにする。まず.
1つ目の代替案聞のライフサイクル・コストの比較に関しては，新製品と旧製品とでどれほど
ライフサイクル・コストを削減できるか比車交するということであろう。このことは，たとえば
通常イメージするような原価企画のように，新製品と旧製品との比較において，製造原価の削
減を通じて目標利益を確保するといった視点とは異なることに注意が必要である。ライフサイ
クル・コストには，製造原価に企業の利益が加算された販売価格に，消費者側で生じる使用コ
ストや廃棄コストが加えられ，測定される。したがって.製造原価ならぴに販売価格の上昇が
あったとしても，使用コストや廃棄コストの低減によってライフサイクル・コストが低減され
るというケースも考えられるからである。企業はライフサイクル・コストを試算し.新旧製品
間で比較することを通じて市場で許容可能だと判断できる販売価格を推測するさいにライフサ
イクル・コスティングを利用すると考えられるのである。
次に製品変更や製品イノベーションによる改良点の評価についてである。ライフサイクル・
コストを計算することによって，コストという共通言語に，製品開発者たちの開発努力を置き
換えることができる。つまり，開発努力が可視化されることを意味する。製品変更や製品イノ
ベーションを通じて達成された成果を，企業内で働く人々に共通して理解される言語であるコ
ストに置き換えることによって，さらなる努力を誘発する動機づけを与えていると考えられる。
測定されることではじめて開発努力の成果が可視化され， 目標を設定しやすくなり，さらに管
理が可能となる。改良点の評価は，単に改良されたことの可視化による評価というだけではな
く，製品開発者たちの動機づけの役割も担っていると考えることができょう。
最後に，製品ライフサイクルにおける wlll-wm関係やトレード・オフ関係の明確化に役立つ
という点についてである。 wlll-wm関係は，資源消費量の削減といった環境に配慮した製品開
発によって，企業内における製品の製造プロセスのコスト低減だけではなく，使用プロセスに
おけるコストもすべて低減できるような関係性のことであろう。これは.環境保全にも役立ち.
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企業の収益性にも貢献するという意味で環境の視点も経営の視点も win-win関係を構築できて
いる。他方でトレード・オフ関係については lつ目のライフサイクル・コストの比較におい
て指摘したのと類似するが，たとえば新製品は旧製品に比べ環境に及ぼす影響やライフサイク
ル・コストは低減しているが，販売価格は上昇するようなときにその関係性を明らかにすると
いうことであろう。環境に配慮した製品開発は通常は コストの増加をもたらすことが多いと
いわれている。そのような現象を環境ライフサイクル・コスティングの適用によって可視化す
ることが可能になるということだと考えられる。環境保全に取り組む活動と企業の収益性の観
点、の関係性を可視化するということが環境ライフサイクル・コスティングに期待される 3つ目
の貢献であろう。
以上においてみてきたように. LCAを基盤として用いる環境ライフサイクル・コスティン
グでは.LCAのインベントリ分析による物量データを用い，それに消費単価を乗じることで
環境ライフサイクル・コストを算出する。そして，そのように計算されたライフサイクル・コ
ストは製品開発時に新旧製品のライフサイクル・コストの比較や製品開発努力の可視化や環境
保全活動と収益性の関係性の可視化に役立つと考えられるのである。本節では，環境ライフサ
イクル・コステイングの測定手法を確認するとともに，それが製品開発においてどのように用
いられているのかについて整理してきた。
3.環境ライフサイクル・コスティングの先行研究
LCAを基盤とした環境ライフサイクル・コステイングが実際にどのように用いられている
のかをみていくことにする。そのために本節では，企業外部から入手できる情報を用いて環境
ライフサイクル・コストを試算した先行研究を取り上げていくことにする。
環境保全活動を企業の主たる営業活動のなかで=行っているものにCO2排出量の削減に向け
た企業の取り組みがある。これは多くの業界において行われており，自動車業界や家電業界，
鉄鋼業界，電力業界など多くの業界に属する企業が取り組んでいる。そのなかでも • LCAを
基盤とした環境ライフサイクル・コストの測定が比較的しやすいと考えられる家電業界におけ
る電球を取り上げた先行研究を本節でみていくことにする。
(社)日本照明工業会の『電球形LEDランプガイドブック』によれば，一般的な白熱電球
と電球形LEDランプ(以下では.LEDランプという)を比較すると主に，消費電力，寿命，
紫外放射・赤外放射，水銀の有無，点滅への耐性などに違いがあるという。消費電力に関して
は.白熱電球と比べて LEDランプでは消費電力が約 114から約 116となり，大幅な省エ
ネルギーが果たせるという。また，白熱電球の一般的な寿命が約1.00時間であるのに対して，
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LEDランプでは約40.00時間と長寿命である。 LEDランプでは低紫外放射・低赤外放射のた
め虫が寄りにくく，有害物質である水銀を含有せず，点滅や振動，衝撃にも強いという。また，
LEDランプは，現在の販売価格は一般的な白熱電球に比べ高額であるものの.近年の性能向
上と価格低下にともない. LEDランプの市場が急速に拡大しているといわれている[経済産
業省 (2012).9ページ]。
経済産業省 (2012)では 白熱電球電球形蛍光ランプ LEDランプのライフサイクル ・
コストの比較を図表2のように試算し，公開 している。
図表2 白熱電球，電球形蛍光ランプ， LEDランプのコスト比較
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出所・ 経済産業省 (2012)fLED!照明産業を取り巻く現状J(2012年 I月29日)，商務情報政策局情報通信機
器課作成資料8ページ
図表2の製品聞のコスト比較においては.単に製品の購入価格に使用コストを加算して比較
しているというものである。製品のコス トは.購入価格 (白熱電球100円. 電球形蛍光ランプ
800円， LEDランプ2.00円)に使用コス トを加算して計算されている。使用コストは消費電
力量(白熱電球54w，電球形蛍光ランプ12w.LEDランプ9w)に電気料金22円/kwhを乗じ，
さらに年間点灯時間を2000時間として試算されている。図表2によれば，購入価格が最も安
い白熱電球は.約4カ月半後には電球形蛍光ラ ンプよりもコス ト高になり，さらに約5カ月後
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には最も購入価格の高い LEDランプよりもコストが上回ることが示されている。電球形蛍光
ランプと LEDランプに関しては，約3年後に電球形蛍光ランプのコストがLEDランプのコ
ストを上回り始めるという。
経済産業省 (2012)は.LCAを基盤として用いる環境ライフサイクル・コステイングを取
り上げている例ではない。コストの側面しか取り上げられておらず 環境保全との関係性まで
は述べられていない。そこで次に.LCAをベースに用いて 製品の使用に伴う環境負荷の低
減と製品の使用者側における経済性の追求という観点から環境ライフサイクル・コスティング
を適用した研究を取り上げることにする 70
田畑・文 (2012)の研究では.LCAと環境ライフサイクル・コステイングの手法を用いて，
白熱電球，電球形蛍光ランプ.LEDランフ¥環形蛍光ランプ，直管蛍光ランプ型LEDランプ
のCO2の排出量と環境ライフサイクル・コストの比較を行った研究である。田畑・文 (2012)
の研究では，光源商品を比較するだけではなく 住宅の光源商品を LEDランプに切り替えた
場合の環境への影響と環境ライフサイクル・コストへの影響を調査している。
田畑・文 (2012)の研究は，光源商品の変更に伴い.COz排出量や環境ライフサイクル・コ
ストがどのような影響を受けるのかを明らかにすることを通じて， どのような対策がCO2排
出量の削減や環境ライフサイクル・コストの低減のために実施されるべきかを明らかにしてい
る[田畑・文 (2012).368ページ]。この研究は，製品の使用者の立場から行われた研究であ
り，企業内部の環境経営意思決定に対する環境ライフサイクル・コスティングの有用性を扱っ
た研究ではない。そのため，製造段階におけるコストの詳細については考慮せず，購入価格を
製造段階におけるコストとして用いている。そして 環境ライフサイクル・コストを算出する
さいには，使用時におけるコストや廃棄コストを購入価格に加算することで環境ライフサイク
ル・コストを算出している。
CO2排出量の削減効果を測定するために田畑・文 (2012)では.LCAにおけるインベント
リ分析を用いている。インベントリ分析を行うにあたり，調査範囲(システム境界)を定めな
くてはならない。田畑・文 (2012)の研究におけるシステム境界は製造段階(原料採掘と製品
製造).使用段階(購入と使用).廃棄段階(廃棄と埋立)である[田畑・文 (2012).369ペー ジ]。
これは，その後に行う環境ライフサイクル・コストの算出においても同様のものが用いられる
べきであるが，田畑・文 (2012)では，ライフサイクル・コストの算出範囲を購入価格と使用
コストのみから求めている点に注意が必要で、ある。
製造段階における CO2 排出量は，各光源商品の質丑に • (社)産業環境管理協会が提供して
いる ]EMAI-LCAProに格納されている原材料の COz排出原単位を乗じて算出している。使
用段階における CO2排出量は，電力使用あたりのCOz排出原単位を，また廃棄段階のそれに
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おいては埋立にかかる CO2排出原単位を乗じて算出している。環境ライフサイクル・コスト
の算出にあたっては，製造にかかるコストはすべて購入価格に含まれるものとして，購入価格
に使用コストを加算することで算出している。使用コストは，光源商品の定格消費電力に消費
電力あたりの電力量料金を乗じることで計算している。
田畑・文 (2012)の調査の結果.白熱電球と環形蛍光灯ランプをそれぞ、れLEDランプに切
り替えた場合， CO2排出量を戸建住宅では l戸あたり年間約73kg，集合住宅では l戸あたり
年間約41kgも削減できることが明らかになっている[田畑・文 (2012)，374ページ]。また，
コストの観点からみた場合には，白熱電球から LEDランプへの切り替えにより.戸建住宅で
は1戸あたり年間約3，800円，集合住宅では 1戸あたり年間約三160円の削減効果となり，約
72%のコストの低減が認められたという[田畑・文 (2012)，374ページ]。これらのことから，
一般家庭の光源商品を白熱電球から LEDランプへと切り替えることは， CO2排出量が削減さ
れるだけではなく，使用者のコスト負担額も少なくなると述べ，光源商品に関する低炭素化対
策として光源商品の切り替えは意義があると結論付けている 8 [田畑・文 (2012)，375ペー ジ]。
田畑・文 (2012)の研究は，住宅における光源商品の切り替えにより，製品のライフサイク
ルにわたる CO2排出量の削減効果と環境ライフサイクル・コストの削減効果を試算した研究
である。企業外部の立場から製品の環境負荷と製品使用者のコスト負担を調査した研究であり，
低炭素化対策を検討するのに 環境ライフサイクル・コステイングが役立つことを明らかにし
ている。企業内部における環境ライフサイクル・コステイングの適用を直接的に扱っているわ
けではないが.外部者の立場から環境面と経済面を同時に調査した研究が少ないなかで貴重な
石汗究であるといえる。
第3節では企業外部から入手できる情報を用いて環境ライフサイクル・コステイングを適用
した先行研究を取り上げてきた。そこでは 製品聞の比較において，どの製品を選択するこ
とがCO2排出量の削減効果と製品利用者のコスト削減効果が高いのかが明らかにされていた。
そして，低炭素化対策の検討に環境ライフサイクル・コステイングが役立つことが確認された。
4.企業の自発的開示における事例
前節では，企業外部者の立場から行われた環境ライフサイクル・コスティングについてみて
きた。本節では，企業が製品ライフサイクルにおけるコストを試算し，開示している事例を取
り上げることにする。これらはいずれも，企業内部の環境経営意思決定に用いられる環境ライ
フサイクル・コステイングを直接的に扱うわけではない。しかし，企業の自発的開示における
環境ライフサイクル・コストの試算例を事例として取り上げることにより，企業内部における
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製品開発時における環境ライフサイクル・コスティングの適用に関して検討していくことにす
る。そのさい，前節と閉じく電球を対象として，企業の自発的開示を取り上げることにする。
電球を販売する企業が自社のホームページなどで製品のCO2排出量と環境ライフサイクル・
コストの算出結果を開示している事例をみていくことにする。たとえば，パナソニックでは.
同社が扱う LEDランプの商品紹介において，白熱電球と LEDランプの比較において年間
CO2排出量の違いや年間使用電気料金の違いを試算し，ホームページ上で図表3のように開示
している。
図表3 パナソニックのLEDランプにおける紹介
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図表3をみてみると，年間2，001寺問点灯させた場・合， LEDランプを用いることで¥60型
ミニクリプトン電球に比べて年間のCOz排出量が約 34kg削減でき，年間電気代が約 1，710円
(白熱電球比約 116)も節約できるとパナソニックのホームページでは伝えており.環境負
荷削減とコス ト削減が両立できることをうたっている。
パナソニックのLEDランプの商品紹介では， CO2排出量と年間電気代に関する資料が提供
されている。同じく LEDランプを販売している東芝ライテックやシャープの商品紹介でも.
年間電気代(使用コスト)の安さを購入者にアピールし，使用し続けることによって.製品ラ
イフサイクル・コス トで比較すると白熱電球よりも LEDランプの方が経済的であることを主
張している。
東芝ライテックやシャープでは，商品紹介においてはCOz排出量削減といった環境負荷削
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減については触れていない。しかしながら，東芝ライテックに関しては2008年度に日本環境
効率フォーラム (2011年2月に LCA日本フォーラムと統合)による環境効率アワード9で日
本環境効率フォーラム会長貨の製品活動部門を受賞している。これは，製品の経済性を追求し
ながら環境負荷削減を果たした製品活動に対して授与される賞である。東芝ライテックにおい
ても白熱電球に比べ LEDランプの環境ライフサイクル ・コストの削減効果と， LCAを通じて
試算した環境負荷削減効果が受章時のプレゼンテーション資料で明らかにされている[東芝ラ
イテック (2009)J。
また， シャープでは， rシャープ サステナピリテイレポート 2012Jにおいて「商品のライ
フサイクルを通じた環境負荷の把握と低減Jという箇所において，図表4のように LEDラン
プのLCAデータとして，白熱電球と LEDランプの使用時における年間 CO2排出量の比較記
事を掲載している [シャープ (2012)，36ページ]。
図表4 シャープの LEDランプの LCAデータ
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シャープでは，製品の LCAを実施し，ライフサイクルの各フェーズの環境負荷量を CO2
排出量に換算して定量的に把握し環境負荷のより小さい商品の開発を進めているという 10
[シャープ (2012)，36ページ]。また，同社のサステナピリティレポートによれば，製品開発
にあたっては， 特に負荷の大きいフェーズに注力して環境負荷削減に取り組んで、いるため，製
品使用段階の負荷量が大きい家電製品の場合は.製品の低消費電力化に注力し全体の負荷山
の低減をはかつているという。図表4のLEDランプの LCAデータ (C02排出畳一・範-者)から.
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製品ライフサイクルにおいて，使用時の CO2排出量がかなりの割合を占めており.消費電力
量を抑えた製品開発により年間 CO2排出量が約 115程度になっていることが分かる。
図表3で取り上げたパナソニックや企業環境効率アウォードを受賞した東芝ライテック，サ
ステナピリテイレポートでLCAの試算結果を図表4のように開示しているシャープは，いず
れも企業内で CO2排出量の削減効果と環境ライフサイクル・コスト削減効果を把握しており，
それを製品開発時に活用していると考えることができる。
企業は製品開発にあたり LCAを用いてCO2排出量の削減などの環境負荷物質の削減を図る
とともに，その経済性の面について購入者へのメリットとして開示している。そして，このよ
うな企業活動の背後には，第2節で指摘したように販売価格の設定や製品コストの上限などに
環境ライフサイクル・コストの情報を用いていると考えられる。企業内部ではLCAと環境ラ
イフサイク jレ・コステイングを同時に用いている可能性があり，それは製品開発時点で考慮さ
れていると考えられるのである。
電球を取り上げた場合，企業は製品広告においては，白熱電球と LEDランプといった製品
聞におけるライフサイクル・コストを比較している。これは，製造者が従来の原価管理のよう
に製造コストだけではなく，販売後の使用段階(廃棄段階)におけるコストを算出し，どのよ
うな製品設計や製造方法がライフサイクル・コスト全体でみた場合に望ましいか決定するさい
に用いている lつの証左だと考えられる。また 製品ライフサイクルにおける環境と経済や経
営の Wlll-Wlll関係やトレード・オフ関係を見つけ出すという点では，光源商品に関してはCOz
排出量の削減効果と販売価格の上昇というトレード・オフの関係性を解消するために，環境ラ
イフサイクル・コスティングを活用し，試算結果を企業外部に積極的に公開することにより販
売価格の上昇(製品使用者における購入価格の上昇)も製品ライフサイクル・コストの低減と
いう win-win関係に置き換えることを狙っていると考えられる。
環境ライフサイクル・コステイングは.LCAでとらえる製品の環境負荷に関する物量情報
と経済的側面のコスト情報の双方を結合させる手法である。環境負荷を削減する技術開発を促
進しながら，経営の視点も同時に考慮するため.環境経営意思決定に役立てることができると
考えられている。
本節では，電球を例に，企業ホームページやサステナピリティレポートから入手できる事例
を取り上げてきた。これらは，企業内部の環境経営意思決定に用いられる環境ライフサイクル・
コステイングではない。しかし企業は LCAだけではなく，製品開発時点で環境ライフサイ
クル・コステイングを活用し，販売価格の設定や製造コストの上限を見積もるさいに用いてい
る可能性があることを指摘した。また，市場に対して積極的に情報開示していくことにより.
企業内だけをみると環境の視点と収益性がトレード・オフの関係になるものを win-winの閑
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係に置き換えていると考えられることが明らかになった。
5.むすび
本稿では，製品開発において環境ライフサイクル・コステイングを企業がどのように用いて
いるのかを先行研究や企業の自発的開示から明らかにしてきた。本節では.本研究をまとめ，
意義の確認を行うともに，残された課題について指摘することにする。
第2節では，環境ライフサイクル・コステイングの測定手法を明らかにしたうえで，製品開
発との関係を整理した。環境ライフサイクル・コスティングは製品開発時に新旧製品の比較や
製品開発努力の可視化，環境保全活動と収益性の関係性の明確化に役立つと考えられることを
指摘した。
つづく第3節では.企業外部者の立場から行われた環境ライフサイクル・コスティングに関
する先行研究を取り上げた。そこでは，どの製品を用いることがCO.，排出量の削減ならびに
製品利用者のコスト削減に寄与するのかが明らかにされていた。 CO~ 排出量削減に向けた対策
を講じるさいに， LCAだけを用いるよりも環境ライフサイクル・コスティングも同時に活用
することで，対策に取り組むインセンテイブを明らかにしやすくなることが確かめられた。
そして第4節では企業の自発的開示における事例を取り上げ，企業が環境ライフサイクル・
コステイングを販売価格や製造コストの上限の見積もりに用いるとともに，積極的に環境ライ
フサイクル・コステイングで得られた情報を市場に開示することを通じて.環境と経営の視点
をwm-wm関係に置き換えていると考えられることを確認した。
本研究は.先行研究や企業の自発的開示情報から環境ライフサイクル・コステイングを製品
開発時に適用し積極的な情報開示を通じて販売価格の上昇を市場で受け入れてもらうように
し環境保全と収益性を同時に達成させるために用いられると考えられる。これらのことは，
LCA だけでは達成することができず，企業が製品開発時に LCAを用いるさいには同時に環境
ライフサイクル・コスティングも活用していく必要があることを示唆している。このことを明
らかにしたのは本稿の意義であると考えられる。
しかしながら，本稿には残され課題がある。環境ライフサイクル・コステイングが企業内の
製品開発において活用されていると考えられるものの.実際に環境ライフサイクル・コステイ
ングがどのように用いられているのかを調査できていない。世界的な環境意識の高まりととも
に， 日本企業の環境配慮型製品の開発力は高いといわれている。環境目標と企業の収益性を同
時に達成させることが企業には求められており この解決に有用だと考えられる環境ライフサ
イクル・コステイングの適用状況に関する実態調査は今後の課題である。
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[注1
1企業は自社製品の環境に及ぼす影響を評価し.企業内部の意思決定に役立てる場合(内部利用目的)と，自
社製品の環境への影響iを評価しその情報を企業外部の情報利用者に提供する場合(外部利用目的)の2つ
が考-えらえる[fJtTlほか (2007)，20ページ]。企業がLCAを実践し，その結果を外部報告するさいには特
にIS014040(2006)とIS014ω4(2∞6)に従わなくてはならない。
三企業自らが設定した目標に応じて，環境影響に関する調査範囲を決めることができるという点は LCA実践企
来・がil'1えている姿因として非常に重要である。 LCAの内部利用を考えれば，適用にあたって自由度を認めた
方が実践しやすくなるからである。
1経済産業省 (2∞2)は，経済産業省が1999年に立ち上げた環境管理会計手法の調査研究プロジ‘エクトの研究
成果をまとめたものである。この研究を引き継ぎ，公刊された瞥絡が園部編 (2∞4)である。
1経済産業省 (2002)では，製品の環境彬響評価i手法で、ある LCAに経済的視点を加えたものを「ライフサイク
ル・コステイング」と定義し，具.体的な方法や計算方法を示している。
。この例では，使用期IfIJカf長WJにわたるため， 5%の割引率で訓り日|いているコストと割引を行わないコスト
の双方を筑出している。
“その他にも， Hunkeler et al. (2∞8)では，直接費と間接費のコスト・ドライパーを見つけ出すことや当該製
品に|刻辿して企業によってなされた改普状況を報告することも環境ライフサイクル・コスティングの目的と
して挙げている [Hunkeleret al. (2008)， p.36]。
ライフサイクル・コスティングに関する会計領域の研究は，岡野 (2∞3)に代表されるように，設備等の調
i主における意思決定の観点からなされるものが圧倒的に多い。近年では.環境ライフサイクル・コスティン
グについても取り上げられるようになっているが，それは教科書的に手法を紹介しているにとどまり，企業
内部での環境経営定、思決定なとεの適用状況を明らかにするような研究はまだなされていない。
H rflil日・文 (2012)の研究では，光源商品の種類によっては a 光源を切り替えることよりも使用H寺If[jの短縮等
の対策の方が有効なケースもあることを明らかにしている[回畑・文 (2012)，374・375ペー ジ]。
り環境効本アワードは，環境負荷を削減させながら，社会経消活動の向上に自身取り*，Ilむ企業の活動，またそ
の活動を通じて開発された製品が表彰されている [LCA日本フォーラムによる説明より]。
1環境法規制のj順守と;J;!境自己感設計促進のために，国内外の全設計・開発拠点におけるグリーンプロダクト，
デバイスの開発ノウハウや設計データをデータベース化し，設計水準の向上とともに LCAの社内標準化が実
現しているという[シャープ (2012)，36ペー ジ]。
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